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報道関係社各位 2012年８月３日

全国学童保育連絡協議会
〒113-0033 東京都文京区本郷 2-26-13

TEL 03(3813)0477 FAX 03(3813)0765

【問い合わせ先】事務局次長・真田（さなだ）

学童保育の実施状況調査結果がまとまる

学童保育数は２万843か所、入所児童数は84万6919人
前年比441か所増、入所児童数は２万521人増

政府の「子ども・子育てビジョン」の目標（利用児童を５年間で30万人増

やす）の実現は、制度拡充・条件整備がなければ難しい。学童保育の

国の制度の抜本的な拡充（公的責任・最低基準・財政保障）が課題

全国学童保育連絡協議会（巻末の紹介参照）は毎年、全国の学童保育数などについて

調査を行っています。2012年５月１日現在の実施状況調査の結果がまとまりました。

○ 共働き・一人親家庭等の小学生が毎日利用する学童保育は増え続けています。また、利用

する入所児童数も増え続けています。共働き家庭や一人親家庭が増加していること、放課

後や学校休業日に「安全・安心な生活」を求める声は高まり、学童保育の整備が社会的な

課題です。

○ 政府は、「新待機児童ゼロ作戦」（2008年２月策定）や「子ども・子育てビジョン」（2010年

１月策定）など、学童保育の利用児童数を増やす目標を立てています。

○ ところが、大規模学童保育の分割などにより、施設数はかなり増加したものの（この４年

間で3348か所増加）、入所児童数はあまり増えていません（この４年間で６万36人増）。国

や自治体の制度・施策に問題があり、条件整備が遅れているため、利用したくても利用で

きない「潜在的な待機児童」（推定50万人以上）がいることが推定されます（「待機児童数」

は、正確には把握することができていません）。

○ 「子育て支援」「仕事と子育ての両立支援」として、学童保育の利用児童数を増やすという

政府の目標を実現するためには、必要としている家庭の子どもたちが学童保育を利用でき、

安心して毎日の生活がおくれるように、学童保育制度の抜本的な拡充、条件整備の向上を

図ることが急務です。
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今回の調査結果から
● 学童保育数は２万843か所になった（調査結果１）

・昨年と比べて441か所増えています。

● 84万6919人の子どもたちが毎日利用している（調査結果１）
・入所児童数は、昨年と比べて２万521人増えています。

● 71人以上の大規模学童保育は、いまだ1352か所存在する（調査結果２）
・厚生労働省は2010年度から「71人以上」の学童保育への補助金を打ち切るとして

いたために2010年は「71人以上」の学童保育の分割がすすみました。
しかし、補助金は継続となったため、その後は分割があまりすすまず、今回の調査
では、前年調査と比べると71人以上の大規模学童保育が増えています。
（2011年は1251か所、2012年は1352か所）

● 設置率は、自治体によって格差がある（調査結果３・調査結果４）
・大規模学童保育を「分割」して施設数を大幅に増やした自治体と、「分割」をせず
に施設数も増やしていない自治体とでは設置率に大きな格差が出ています。

・小学校区にまだ学童保育がない学区が3855校区（小学校区数の約２割）あります。

● 運営主体は法人等が増加（調査結果５）
・公営が減少し、地域運営委員会や法人等が運営する学童保育が増えています。

・民間企業が運営する学童保育は増えていますが（323か所）、そのほとんどは自治

体からの委託や指定管理者制度で運営を代行しているというところです。

● 実施場所は学校施設内が半数以上（調査結果６）
・学校施設を活用して設置された学童保育が増えています。

● 高学年児童も増えている（調査結果７）

（おことわり）
(1) 福島県内の浪江町・富岡町・双葉町・大熊町・楢葉町・広野町・飯舘村・葛尾村・川内村

の９町村については未調査です。

(2) 2011年３月11日に起きた東日本大震災と原発事故のため、2011年の調査は、岩手県・宮城

県の沿岸部および福島県の原発30キロ圏内の34の市町村の調査は行いませんでした。その

ため、この34市町村についての今回の調査の「前年比」の数字は、2010年調査と比較した

数字です。

(3) 全国学童保育連絡協議会では、定期的に学童保育の詳しい実施状況調査を実施しています。

2007年に続いて2012年５月１日現在の調査を実施しています。集計結果を年度内にまと

めて報告書を作成する予定です。

詳しい実施状況調査の項目は、「所管」「条例や要綱の有無」「運営基準の有無と内容」「放

課後子どもプランの策定状況」「施設の基準」「施設の広さ」「遊び場、設備」「開設日」「開

設時間」「保護者のお迎えの有無」「対象学年」「入所児童数の規模、定員の有無」「待機児

童数」「障害児の受け入れ状況」「指導員の人数と体制」「指導員の勤務時間」「指導員の経

験年数と資格・研修」「指導員の待遇」「おやつの有無」「保護者負担」「運営経費」「補助

金額」「今後の計画」などです。
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調査結果１ 増えているが、まだまだ足りない学童保育

○学童保育数は、２万843か所 （2012年５月１日現在） ＊前年比 441か所増

○入所児童数は、84万6919人 ＊前年比 ２万521人増

○この10年間で、施設は7046か所増（1.5倍）、利用児童は約30万人増(1.6倍）
学童保育数と入所児童数の推移 （注１）

年 学童保育数 入所児童数 学童保育数と入所児童数の増え方

1993 7,516 231,500人

1998 9,627 333,100人 1997年児童福祉法改正、1998年施行

1993年からの５年間で学童保育数は2,100か所増加

し、入所児童数は10万人増加（年平均２万人増）

2003 13,797 538,100人 1998年からの５年間で学童保育数は4,200か所増加

し、入所児童数は20万人増加（年平均４万人増）

2006 15,858 683,476人 2003年からの３年間で学童保育数は2,000か所増加

し、入所児童数は15万人増加（年平均５万人増）

2007 16,668 744,545人 入所児童数が１年間で６万1000人増加

2008 17,495 786,883人 法制化後10年で7,800か所増、利用児童は45万人増

2009 18,475 801,390人 自治体などの入所抑制で潜在的な待機児童が増加

2010 19,744 804,309人 大規模施設の分割がすすみ、施設数は過去最高の

1200か所以上増加。

2011（注２） 20,204 819,622人 入所児童数は約２万3000人増

2012（注２） 20,843 846,919人 入所児童数は約２万人増

注１）全国学童保育連絡協議会調査。詳細な実態調査は５年ごとに実施。入所児童数の全数調査は、2006年から実

施。それ以外は概数。

注２）2011年調査には、岩手・宮城の沿岸部および福島の原発30キロ圏内にある34市町村は調査に含まれていませ

ん。また、2012年調査には福島県内の浪江町・富岡町・双葉町・大熊町・楢葉町・広野町・飯舘村・葛尾村・

川内村の９町村は調査に含まれていません。そのため、学童保育数・入所児童数の増加数は、34市町村は2010

年調査との比較した数字となっているため、前年比441か所増、２万521人増となっています。

○ 学童保育はまだまだ不足しており、入所できない子ども（潜在的待機児童）

がたくさんいます
① 学童保育のない町や村がまだ１割あります（137区町村）。

② 小学校区内に学童保育がない学区が、3855校区あります（小学校区数の約２割）。

③ 学童保育が保育所を卒園した子どもの６割弱しか入所できていないと推測されます。

2012年度に保育所を卒園して小学校に入学した児童数約48万人に対して、学童保育に入

所した新１年生は約29万人で、６割にとどまっています。

③ 母親が働いている小学校低学年の子ども（末子）のうち、学童保育に入所している子ど

もはまだ35％です｡

2010年の「国民生活基礎調査」では、末子の年齢が６歳の児童の59.2％、７歳～８歳の

児童の65.5％は母親が働いています。母親が働いている低学年児童は約213万人ですが、

現在、学童保育に入所している低学年児童は約75万人です。

働く母親の６割は一日６時間以上の勤務時間であり、約４割の小学生（低学年）には学童保

育が必要と考えられます。そのため、「潜在的な待機児童」は50万人を超えると推測されます。
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調査結果２ まだまだ減らない大規模学童保育

早急に分割して適正な「規模」（40人以下）に

○ 入所児童数が「71人以上」の学童保育への補助金を打ち切るとしていた国の方針

で、昨年まではかなり減少しましたが、今年は101か所増えて1352か所となりまし

た。

入所児童数の規模 （学童保育数）
児童数 2007年調査 2010年調査 2012年調査 2007年比

9人以下 593 ( 3.6％) 719 ( 3.7％) 725（ 3.5％） －0.1％
10人-19人 1,900 (11.4％) 2,155 (10.9％) 2,296（11.0％） －0.4％
20人-39人 5,636（33.8％) 7,204 (36.5％) 7,768（37.3％） ＋3.5％
40人-49人 2,619（15.7％） 3,762（19.0％） 3,991（19.1％） ＋3.4％
50人-70人 3,566 (21.4％) 4,596 (23.3％) 4,711（22.6％） ＋1.2％
71人-99人 1,809 (10.8％) 1,047 ( 5.3％) 1,075（ 5.2％） －5.6％
100人以上 545 ( 3.3％) 261 ( 1.3％) 277（ 1.3％） －2.0％
合計 16,668 (100.0％) 19,744 (100.0％) 20,843 (100.0％)

（注）児童数の割合で見た場合、71人以上の規模の学童保育で生活している児童の割合は、全体の４分の１に

及びます。それは、適正規模である40人未満の規模の学童保育で生活している児童数を上回るとみられ

ます。

国が2007年に策定した「放課後児童クラブガイドライン」では、「集団の規模は、おおむね

40人程度が望ましい」と示したこと、2010年度、「児童数36人～45人規模」に対する国の補助

単価が手厚くされたこと、各地の学童保育関係者が子どもが安心して生活できる集団の「規模」

を強く求めてきた結果として、昨年までは大規模学童保育の分割が一定すすみました。しかし、

71人以上の大規模な学童保育は昨年より100か所増えて、1352か所となっています。

○ 大規模化は、子どもたちに深刻な影響を与えています
「事故や怪我が増える」「騒々しく落ち着かなくなる」「とげとげしくなる」「ささいなことで

ケンカになる」「おとなしい子は放っておかれる」「指導員の目が行き届かない」「遊びや活動

が制限される」などなど。「行きたくない」「退所したい」という子どもも増えてしまいます。

国民生活センターの「学童保育の安全に関する調査研究」では、規模が大きくなるほど通院

・入院日数が長い事故・ケガが増えると指摘されています。

○ 学童保育は家庭に代わる「生活の場」として、適正な規模であることが必要です
学童保育は、一人ひとりの子どもに安全で安定した安心感のある生活を保障する施設です。

指導員には、一人ひとりの子どもを対象にした人間的な関わり、援助や働きかけが求められま

す。大規模化したからといって指導員を増やしても、一人の指導員は全員の子どもたちを見な

ければならず、問題の解決にはなりません。

◆全国学童保育連絡協議会「私たちが求める学童保育の設置・運営基準」（2003年６月）
「１学童保育の規模の上限は40人までとする。41人以上は２学童保育とする」

◆厚生労働省の「放課後児童クラブガイドライン」（2007年10月）
「放課後児童クラブにおける集団の規模については、おおむね40人程度までとすることが

望ましい。また、１放課後児童クラブの規模については、最大70人までとすること」
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自治体によって大きく差がある学童保育の設置率調査結果４

（ ）は割合小学校数と比べた学童保育数の割合（＝設置率）別の自治体数
設置率が設置率 2007年調査 2010年調査 2012年調査 2007年比
100％以上200％以上 27 ( 1.5％) 56 ( 3.2％) 67（ 3.9％） ＋2.4％

150％～199％ 41 ( 2.2％) 114 ( 6.5％) 154（ 8.9％） ＋6.7％ 55.7％
101％～149％ 174 ( 9.5％) 332 (19.0％) 356（20.5％） ＋11.0％
100％ 407 (22.3％) 361 (20.6％) 389（22.4％） ＋0.1％
75％～99％ 250 (13.7％) 188 (10.7％) 179（10.3％） －3.4％
50％～74％ 348 (19.1％) 280 (16.0％) 250（14.4％） －4.7％
25％～49％ 240 (13.1％) 184 (10.5％) 148（ 8.5％） －4.6％
25％未満 132 ( 7.2％) 78 ( 4.5％) 55（ 3.2％） －4.0％
学童保育なし 208 (11.4％) 157 ( 9.0％) 137（ 7.9％） －3.5％

（ ）合計 1827 (100.0％) 1750 (100.0％) 1735(100.0%) 注

福島県の９町村は調査に含まれていません。このうちの２村は学童保育がありませんでした。（注）

小学校数比の設置率100％以上の市町村が55.7％となりました。半数以上の市町村には、小

学校数以上の学童保育があります。

政令市・中核市の設置率（高い順）
政令市の設置率（高い順） 中核市の設置率（高い順）

市町村名 小学校数 学童保育数 設置率 市町村名 小学校数 学童保育数 設置率
1 さいたま市 103 174 168.9% 13 高崎市 58 74 127.6%
2 北九州市 131 194 148.1% 14 福山市 78 99 126.9%
3 相模原市 72 103 143.1% 15 豊橋市 52 65 125.0%
4 岡山市 91 126 138.5% 16 奈良市 48 60 125.0%
5 熊本市 92 115 125.0% 17 富山市 65 81 124.6%
6 広島市 141 166 117.7% 18 豊中市 41 51 124.4%
7 神戸市 166 195 117.5% 19 東大阪市 54 66 122.2%
8 仙台市 125 143 114.4% 20 鹿児島市 78 94 120.5%
9 札幌市 202 218 107.9% 21 姫路市 69 82 118.8%

10 新潟市 113 121 107.1% 22 宇都宮市 68 80 117.6%
11 静岡市 86 91 105.8% 23 川越市 32 37 115.6%
12 千葉市 117 123 105.1% 24 横須賀市 47 54 114.9%
13 浜松市 107 110 102.8% 25 松山市 58 65 112.1%
14 福岡市 145 142 97.9% 26 尼崎市 43 47 109.3%
15 京都市 170 158 92.9% 27 宮崎市 48 50 104.2%
16 堺市 94 82 87.2% 28 函館市 46 45 97.8%
17 名古屋市 263 190 72.2% 29 前橋市 49 47 95.9%
18 横浜市 344 206 59.9% 30 盛岡市 46 44 95.7%
19 大阪市 297 161 54.2% 31 久留米市 46 44 95.7%
20 川崎市 113 12 10.6% 32 柏市 42 39 92.9%

33 青森市 47 43 91.5%
34 旭川市 55 50 90.9%中核市の設置率（高い順）

市町村名 小学校数 学童保育数 設置率 35 岡崎市 48 43 89.6%
1 高松市 49 82 167.3% 36 秋田市 44 39 88.6%
2 長野市 56 91 162.5% 37 大分市 61 54 88.5%
3 高知市 42 68 161.9% 38 豊田市 74 65 87.8%
4 金沢市 52 81 155.8% 39 下関市 54 47 87.0%
5 大津市 37 57 154.1% 40 郡山市 58 35 60.3%
6 岐阜市 47 69 146.8% 41 いわき市 74 42 56.8%
7 船橋市 54 77 142.6%
8 西宮市 40 57 142.5%
9 高槻市 41 56 136.6%

10 和歌山市 53 71 134.0%
11 長崎市 71 93 131.0%
12 倉敷市 63 82 130.2%
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調査結果５ 学童保育はどこが運営しているのか

●運営主体別の学童保育数（どこが運営しているのか）
公立公営が減少し、地域運営委員会方式 や保護者等がつくったＮＰＯ法人が運営す（注1）

る学童保育が増えています。民間企業が運営しているところは少しずつ増えていますが（2012

年323か所、2011年265か所、2010年176か所 、多くは市町村からの補助や委託事業であり、公）

的資金が入っていない民間企業運営はわずかです（約30か所 。指定管理者制度 を導入） （注２）

して運営している学童保育は2138か所（昨年2171か所）で、その代行先は、社会福祉協議会、

地域運営委員会、父母会など、指定管理者制度導入前の運営主体と同じところが大半です。

表１ 学童保育の運営主体

か所数 割合 2007年比 備 考運営主体

市町村が直営している公立公営 8,366 40.2％ －4.0％

半数は行政からの委託（1208か所）社会福祉協議会 2,203 10.6％ －0.7％

多くが行政からの委託（2428か所)地域運営委員会 3,864 18.5％ ＋1.7％

行政からの委託が多い（850か所）父母会・保護者会 1,404 6.7％ －2.2％

私立保育園（1144か所）、私立幼稚園（27法人等 4,666 22.4％ ＋6.0％

4か所）、保育園を除く社会福祉法人（964

か所）、保護者等がつくるＮＰＯ法人（1254

か所）、民間企業（323か所）、その他（707

か所）

その他 340 1.6％ －0.8％

合計 20,843 100.0％

：地域の役職者（学校長、自治会長、民生・児童委員など）の方々（注1）地域運営委員会の運営とは

と父母会の代表などで運営委員会を構成し、行政からの補助金の受け皿となって事業を運営する

方式ですが、日常の運営は父母会がおこなっているところが少なくありません。

公の施設」の管理を、民間企業も参入させて「効率的」にすることをね（注2）指定管理者制度とは：「

らいとした制度です 「施設の管理業務」のための仕組みですが、保育所や学童保育のように施設。

管理業務ではない分野にまで導入が強引にすすめられています。数年ごとに委託先の変更が求め

、 。られる制度は 安定性・継続性が求められる子どものための施設には導入すべきではありません

表２ 指定管理者制度導入数の推移
2007年調査 2010年調査 2011年調査 2012年調査

社会福祉協議会に代行 645 901 1003 966
地域運営委員会に代行 166 202 198 212
父母会・保護者会に代行 110 117 84 98
法人等に代行 498 718 886 862
合計数（全体数との比率） 1419(8.5％) 1938 (9.8％) 2171（10.7％) 2138(10.3%)
導入している市町村数 111市町村 138市町村 153市町村 146市町村

表３ 運営主体別でみた保育料の平均月額と平均補助金額

１施設当たりの年間補助金額運営主体 2007年調査
－公立公営 4523円

社会福祉協議会への委託・補助 6050円 601.8万円
地域運営委員会への委託・補助 9859円 333.8万円
父母会・保護者会への委託・補助 9681円 352.9万円
法人等への委託・補助 6910円 469.6万円

＊保育料月額は、2007年の詳細な実態調査の無作為抽出で行った「個別調査」の調査結果。
＊補助金額は、2007年の実態調査の「自治体調査」の調査結果。国からの補助金も含めた金額。
＊調査はすべて全国学童保育連絡協議会調べ。
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調査結果６ 学童保育はどこで実施されているか

●開設場所別の学童保育数 （どこで実施されているのか）
開設場所は、余裕教室活用が最も増えており、学校施設内が全体の半数になっています。ま

た、地域にある公共施設も活用され、全体として８割以上の学童保育が「公設」です。

最も劣悪な環境にある民家・アパートは毎年減ってきていますが、まだ全体の６％強ありま

す。民家・アパート利用の多い市町村は、横浜市(169)、大阪市（99 、さいたま市（50)、名）

古屋市（48 、札幌市（41）などの政令指定都市に多く、次いで、金沢市(26)、函館市（25 、） ）

福島市(23)、神戸市(22)、八戸市(21)、平塚市（21 、山形市（20）などとなっています。）

表１ 開設場所

開設場所 か所数 割合 2007年比 備考

余裕教室活用（5,344）学校施設内 10,797 51.8％ ＋4.2％

学校敷地内の独立専用施設（4,532）

校舎内の学童保育専用室（384）

その他の学校施設を利用（537）

児童館・児童センター内の専用室児童館内 2,700 13.0％ －2.8％

学校外にある独立専用施設学童保育専用施設 1,622 7.8％ ＋0.4％

公民館内（496）公立保育園内（173）その他の公的施設 1,944 9.3％ －1.5％

幼稚園内（192）その他の公的な施設

内（1,083)

私立保育園や社会福祉法人の施設内法人等の施設 1,332 6.4％ －0.3％

父母会等が借りたアパート・借家など民家・アパート 1,381 6.6％ －0.7％

自治会集会所・寺社などその他 1,067 5.1％ ＋0.7％

合計 20,843 100.0％

（参考） 児童一人当たりの床面積は狭い
学童保育の施設は、さまざまな場所で実施されていますが、その多くは狭いことが問題にな

っています。厚生労働省の「放課後児童クラブガイドライン （2007年10月）では 「子どもが」 、

生活するスペースについては児童１人あたりおおむね1.65㎡以上の面積を確保することが望ま

しい」としていますが、表２のように、玄関やトイレ・台所・物置など「生活するスペース」

以外を含むすべての床面積が児童一人当たり２㎡程度という実態があります。

開設場所別の平均延べ床面積と児童一人当たりの床面積表２

平均延べ床面積 児童一人当た開設場所

り床面積

122.0㎡ 2.10㎡学校敷地内の学童保育専用施設

93.2㎡ 2.12㎡余裕教室（空き教室）を利用

125.3㎡ 2.36㎡児童館・児童センター内

162.5㎡ 2.80㎡学校敷地外の公設で学童保育専用施設

153.4㎡ 4.15㎡その他の自治体の所有の施設内

111.5㎡ 2.93㎡民家を借用

（全国学童保育連絡協議会の2007年実態調査「個別調査」結果から）
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～高学年も増えている～調査結果７ 学年別の入所児童数

学年別の入所児童数の推移

2003年調査 2007年調査 2010年調査 2012年調査

１年生 38.4％ 35.9％ 35.2％ 288,300 (34.0％)

２年生 31.4％ 31.4％ 31.2％ 258,492 (30.5％)

３年生 22.0％ 22.9％ 23.2％ 198,006 (23.4％)

４年生 4.2％ 5.5％ 6.0％ 59,694 ( 7.1％)

５年生 1.9％ 2.4％ 2.6％ 24,934 ( 2.9％)

６年生 1.1％ 1.4％ 1.5％ 13,988 ( 1.7％)

その他 1.0％ 0.5％ 0.3％ 3,505 ( 0.4％)

538,100 744,545 804,309 846,919 (100.0％)

（注 「その他」は、沖縄県などで幼児も対象としている学童保育があるため。）

「６年生まで」の要望も強く、学年延長の動きが広がる（参考）
（学童保育の詳細な実態調査2007年の結果から）

高学年まで受け入れる学童保育が増えています 「３年生まで」としているところは、1998。

、 、 、「 」年調査で68.5％ 2003年調査で62.6％ 2007年調査で54.7％と減ってきており ６年生まで

受け入れているところは、1998年調査で17.2％、2003年調査で23.6％、2007年調査で30.7％と

増えています。

しかも、実態として「３年生まで」との規定があっても６年生まで入所できている学童保育

、 「 」 。（ 「 」 、が多く 実情は ３年生まで が半数以下です 市町村が ３年生まで と規定していても

６年生まで受け入れている父母会運営等の民間の学童保育は少なくありません）

「６年生まで」受け入れている実態

運営形態 全体 父母会・法人等が運営

３年生までしか入所できない 46.8％ 32.7％

６年生まで入所できる 46.2％ 62.5％

その他（４年生まで） 7.0％ 4.8％

合 計 100.0％ 100.0％

（全国学童保育連絡協議会 2007年実態調査から）

児童福祉法では、学童保育の対象児童は「おおむね10歳未満 （小学校３年）とされていま」

すが、実施要綱では４年生以降も入所できることが明記されていますし、国の補助金も高学年

の子どもの人数も補助対象としています。さらに、児童福祉法の改正により「小学生」を対象

何年生まで入所できるのが良いかとすることが提案されています。

１年生まで ３人 0.1%●「保護者アンケート調査」から
２年生まで ７人 0.3%

３年生まで 355人 15.2%

４年生まで 476人 20.4%

５年生まで 49人 2.1%

６年生まで 1352人 58.1%

その他 87人 3.7%

合計 2329人 100.0%

全国学童保育連絡協議会が2002年12月

に全国の保護者を対象に行ったアンケー

ト調査では、表のように「６年生まで」

が６割を占め 「３年生まで」は15.6％と、

わずかでした。
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学童保育は法制化されて14年経ったが、課題が山積。参考資料１
国の法制度が不十分なことが大きな要因

学童保育は、学童保育関係者の切実な願いと取り組みによって、1997年に児童福祉法に位置

づけられ、国や自治体に一定の責任がある事業とされました。

児童福祉法では、学童保育の目的は「生活の場を与えて健全な育成を図る」とされ、遊び場

を提供する事業と異なる制度として位置づけられました。

＜児童福祉法の精神＞
［児童福祉の理念］
第１条 ①すべて国民は、児童が心身ともに健やかに生まれ、且つ、育成されるよう努めな

ければならない。②すべて児童は、ひとしくその生活を保障され、愛護されなけれ
ばならない。

［児童育成の責任］
第２条 国及び地方公共団体は、児童の保護者とともに、児童を心身ともに健やかに育成す

る責任を負う。

学童保育は「生活の場」を保障する施設
第６条の３第２項 この法律で、放課後児童健全育成事業とは、小学校に就学してい

るおおむね10歳未満の児童であって、その保護者が労働等により昼間家庭にいない

ものに、政令で定める基準に従い、授業の終了後に児童厚生施設等の施設を利用し

て適切な遊び及び生活の場を与えて、その健全な育成を図る事業をいう。

●不十分な制度のままで今に至っています
しかし、学童保育は法制化されたものの、不十分な内容の制度であったために、今日でも量

的にも質的にも大きな問題を抱えています。市町村や各学童保育によって大きな格差があり、

しかも実態はたいへん貧しく、課題が山積みしています。これは、国の法制度が不十分である

ことが大きな要因となっています。抜本的な改善・拡充が必要です。

国の学童保育制度の問題点

学童保育は、国や自治体に一定の責任が生じる児童福祉法に法的根拠がありますが、

制度の内容は、保育制度と比べてもたいへん不十分なものです。

① 公的責任があいまいです

市町村には、学童保育の「利用の促進」への努力義務だけしかありません。

② 最低基準がつくられていません

児童福祉施設ではなく児童福祉事業という位置づけなので、法的に最低基準が決められ

ていません。国がつくった「放課後児童クラブガイドライン （2007年）には法的拘束」

力はありません。

③ 予算措置があいまいで、補助金もたいへん少ない金額です

「 」 、 、学童保育の補助金は法的に決められた予算措置ではない 奨励的な補助金 で しかも

その金額は実際に必要な金額と比べてとても少ないものです。

さらに、少なくない市町村が国の定めた不十分な施策や予算の範囲でしか学童保育の実施や

補助を行っていません。こうした問題点のおおもとには、学童保育の役割や必要とされる条件

整備に対する、国や自治体の理解がたいへん不十分であるという現状があります。
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条件整備は市町村や学童保育によって大きな格差参考資料２
しかも、市町村の関与が弱い （質的拡充の課題）

●学童保育の設置・運営基準がないなど公的な関与や責任が弱い
学童保育は、学童期の子どもたちが長時間過ごす毎日の「生活の場」です。子どもたちが安

全に心身ともに健やかに育つことができる生活が保障されなければなりません。

そのためには、事業目的・対象児童・適正規模・職員配置基準・施設基準・開設時間・事業

内容・安全対策等について、設置・運営基準が定められる必要がありますが、国も、大半の市

町村も定めていません。これは、大きな地域格差と施設・設備の貧困を生む要因となっていま

す。

運営基準やガイドラインの有無 市町村の実施責任の状況
選択肢 割合 市町村の関与の仕方 割合

自治体として「最低基準」を定めている 9.0% 公立公営で実施 40.2%
自治体として「運営基準」を策定している 29.8% 委託事業 〃 35.1%
自治体として「ガイドライン」を策定している 2.9% 補助事業 〃 11.9%
特にない 58.3% 指定管理者制度 〃 10.3%

合計 100.0% 補助なし 〃 1.0%
その他 1.5%（全国学童保育連絡協議会、2007年調査）

合計 100.0%
（全国学童保育連絡協議会、2012年調査）

●障害のある子の入所は増えているものの条件整備は遅れている
障害児の入所状況障害のある子の入所の希望は多くあります。

障害児の受け入れ状況 2007年調査入所児童数は2003年と2007年を比べ
受け入れ学童保育のある市町村数 約1100市町村(67.7％)ると２倍になっています。しかし、ま
受け入れている学童保育数 約6300か所(37.8％)だ３割以上の市町村で受け入れていま
受け入れている障害児数 約12700人せん。また、補助金加算や指導員加配

（全国学童保育連絡協議会、2007年調査）がなく、現場に大きな負担が生じて

います。

●施設や市町村によって大きく異なる保育料額、減免があるのは半数だけ
増えている保育料負担 市町村として保育料の減免があるか

月額の保育料額 03年調査 07年調査 保育料の減免の有無 割合

5000円未満 49.1％ 41.8％ 減免がある 50.7％

5000円～10000円未満 40.3％ 46.4％ 減免はない 48.0％

10000円～15000円未満 9.4％ 10.1％ その他 1.3％

15000円以上 1.2％ 1.7％ 合計 100.0％

（全国学童保育連絡協議会、2007年調査） （同左）

運営主体別でみた保育料の平均月額
運営形態 2003年調査 2007年調査

公営 4152円 4523円
公社・社協 8215円 6050円
運営委員会 9368円 9859円
父母会 10947円 9681円
法人・個人 8537円 6910円

（2007年実態調査の無作為抽出で行った「個別調査」の結果から）
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指導員の働く条件は劣悪で、３年間で参考資料３ 学童保育

影響しています半数が退職しており、保育の質に

（ ）全国学童保育連絡協議会が実施した2007年実態調査から

●全国に６万人以上いる指導員。その７割は教師や保育士の資格を持っています
国にはまだ学童保育指導員に関する公的な資格制度はありません。私たちは公的資格制度

の創設、養成機関の整備を国に求めています。

●多くの指導員は不安定な雇用で、働く条件は劣悪です

・午後からの勤務で、打ち合わせや準備の時間も保障されていません。

・運営形態を問わず不安定な雇用や劣悪な労働条件のもとで働いています。

・専任配置ではなくローテーション勤務のところもあります。

◆正規職員は少なく、多くが非正規職員（非常勤・臨時・嘱託・パートなど）

公営で正規職員は2600人（4.0％）

公営で非正規職員は２万8400人（44.2％）

民間運営で正規職員は１万4500人（22.6％）

民間運営で非正規職員は１万8800人（29.2％） 合計６万4300人（100.0％）

◆半数の指導員は年収150万円未満

150万円未満（52.7％） 150万円以上300万円未満（38.3％） 300万円以上（9.0％）

（53.3％）１年契約の非正規職員が多いため◆勤続年数が増えても賃金はあがらない

◆指導員の待遇は依然として改善されていない

退職金がない（71.3％） 社会保険がない（37.5％）

一時金がない（58.0％） 時間外手当がない（35.4％）

◆公立・民間あわせても、勤続１年～３年の指導員が半数を占めています

これは、学童保育が急増したこともひとつの理由ですが、安心して働き続けられる条件が劣

悪なことが最も大きな理由です。経験年数の長い指導員が少ないことは、保育内容の蓄積・

向上にとって大きな障害となっています。最近では欠員が生じている地域もあります。

◆指導員の研修を実施している市町村はまだ３割です。

◆指導員のなり手がいなくて「欠員」の地域が増えています（2008年調査で１割）

国の補助単価が、非常勤職員の「賃金」で計算されていることが問題です●

2003年度の国の学童保育の補助単価は次のように算定されていました。

１ 賃金（非常勤） 135万6000円（平日１日4500円、学校休業日１日6000円、年間281日）

２ 諸謝金 117万8000円（平日１日3900円、学校休業日１日5200円、年間281日）

３ その他 47万1000円（教材費・図書費・消耗品・備品・通信費等）

＊１～３の合計の300万5000円で１施設が運営できると計算し、その半額は保護者負担を見込む

ので、補助単価は150万2500円

国の補助2012年度は「賃金（非常勤 」２名分、一人約150万円で計算されているようです。）

単価が「参考資料４」に示すように実態と大きく乖離している理由は、このように指導員の人件費

が低く計算されているためです。
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参考資料４ 国の補助金は増額されていますが、

まだ実態との乖離があります。

●国の学童保育への補助金は、毎年増えています

◆総額 307億6500万円（前年度予算比 1500万円増、0.05％増）

(1) 放課後児童クラブの運営費の補助

・279億3200万円（前年度予算比 13億8400万円増、3.5％増）

・要求か所数 ２万6310か所（前年度比 719か所増）

(2) 放課後児童クラブの整備費等の補助

・28億3300万円（前年度予算比 12億4200万円減）

（単位 億円）学童保育の予算の推移と2012年度予算 ：

2007年度 2008年度 2009年度 2010年度 2011年度 2012年度予算

総額 158.57 186.94 234.53 274.20 307.50 307.65億

か所数 20000か所 20000か所 24153か所 24872か所 25591か所 26310か所

運営費 138.45 161.32 176.22 234.85 265.48 279.32億

施設整備費 18.14 23.64 56.68 38.11 40.75 28.33億

国は、１施設年間当たり600万円前後で運営できると想定
国の負担額は、その６分の１の100万円だけです

実際の運営費とは大きなへだたり●

国の補助金の単価は、児童数36人～45人規模の学童保育は年間600万円前後で運営できると

いう想定のもと、その半額の300万円程度です。この補助単価の３分の１（100万円）が国から

出される補助金です （残りは都道府県と市町村が３分の１ずつ負担）。

しかし、補助金が少ないために指導員の人件費が低く抑えられていることが多い父母会運営

の学童保育でも、２倍程度の年間1000万円以上の運営費がかかります。600万円前後で運営で

きるという想定自体が、実態と大きくかけ離れています。

、 。学童保育の貧困な実態を底上げするために 国の補助金が大幅に増額される必要があります

学童保育の補助金は少ない （運営費総額は265億円)

●学童保育の補助金は少ない（運営費総額は265億円)

保育所の約3,744億円（民間保育所への補助金）と比べて見ると

民間保育所と比学童保育(2011年度) 保育所（2011年度）

べて学童保育は

施設数 ２万204か所 施設数 1万1446か所 約1.76倍

入所児童数 約82万人 入所児童数 約121万人 約1.5分の１

指導員数 約８万人 保育士数 約19万人 約2.3分の１

約131万円 約3271万円 約25分の１１施設当たり国庫支出額 １施設当たり国庫支出額

児童１人当たり予算額 約３万2300円 約30万9400円 約10分の１園児１人当たり予算額

＊公立保育所の国庫支出金は一般財源化されている。

＊１施設当たり、児童一人当たりの金額は、予算額を施設数、児童数で割った数字。
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参考資料５ 国会に上程されている児童福祉法改正案

※ 学童保育関係部分のみ抜粋。●児童福祉法改正（案）

【改正】第６条の３② この法律で放課後児童健全育成事業とは、小学校に就学している児童

であつて、その保護者が労働等により昼間家庭にいないものに、授業の終了後に児童厚生施

、 。設等の施設を利用して適切な遊び及び生活の場を与えて その健全な育成を図る事業をいう

（現行まま）第21条の10 市町村は、児童の健全な育成に資するため、地域の実情に応じた放

課後児童健全育成事業を行うとともに、当該市町村以外の放課後児童健全育成事業を行う者

との連携を図る等により、第６条の３第２項に規定する児童の放課後児童健全育成事業の利

用の促進に努めなければならない。

【新設】第34条の８ 市町村は、放課後児童健全育成事業を行うことができる。

② 国、都道府県及び市町村以外の者は、厚生労働省令で定めるところにより、あらかじめ、

厚生労働省令で定める事項を市町村長に届け出て、放課後児童健全育成事業を行うことがで

きる。

③ 国、都道府県及び市町村以外の者は、前項の規定により届け出た事項に変更を生じたとき

は、変更の日から一月以内に、その旨を市町村長に届け出なければならない。

④ 国、都道府県及び市町村以外の者は、放課後児童健全育成事業を廃止し、又は休止しよう

、 。とするときは あらかじめ厚生労働省令で定める事項を市町村長に届け出なければならない

【新設】第34条の８の２ 市町村は、放課後児童健全育成事業の設備及び運営について、条例

で基準を定めなければならない。この場合において、その基準は、児童の身体的、精神的及

び社会的な発達のために必要な水準を確保するものでなければならない。

② 市町村が前項の条例を定めるに当たつては、放課後児童健全育成事業に従事する者及びそ

の員数については厚生労働省令で定める基準に従い定めるものとし、その他の事項について

は厚生労働省令で定める基準を参酌するものとする。

③ 放課後児童健全育成事業を行う者は、第一項の基準を遵守しなければならない。

【新設】第34条の８の３ 市町村長は、前条第１項の基準を維持するため、放課後児童健全育

成事業を行う者に対して、必要と認める事項の報告を求め、又は当該職員に、関係者に対し

て質問させ、若しくはその事業を行う場所に立ち入り、設備、帳簿書類その他の物件を検査

させることができる。

② 第18条の16第２項及び第３項の規定は、前項の場合について準用する。

③ 市町村長は、放課後児童健全育成事業が前条第一項の基準に適合しないと認められるに至

つたときは、その事業を行う者に対し、当該基準に適合するために必要な措置を採るべき旨

を命ずることができる。

④ 市町村長は、放課後児童健全育成事業を行う者が、この法律若しくはこれに基づく命令若

しくはこれらに基づいてする処分に違反したとき、又はその事業に関し不当に営利を図り、

若しくはその事業に係る児童の処遇につき不当な行為をしたときは、その者に対し、その事

業の制限又は停止を命ずることができる。

【改正】第56条の７ ② 市町村は、必要に応じ、公有財産の貸付けその他の必要な措置を積

極的に講ずることにより、社会福祉法人その他の多様な事業者の能力を活用した放課後児童

健全育成事業の実施を促進し、放課後児童健全育成事業に係る供給を効率的かつ計画的に増

大させるものとする。
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全国学童保育連絡協議会の紹介
ぜ ん こ く が く ど う ほ い く れ ん ら く き ょ う ぎ か い

全国学童保育連絡協議会は、学童保育の普及・発展を積極的にはかり、学童保育の内容充実

のための研究、国や自治体の施策の充実、制度化の運動を推進することを目的として、保護者

と職員（指導員）が1967年に結成した民間の学童保育専門団体です。

全国学童保育研究集会や全国学童保育指導員学校の開催、学童保育に関する調査研究 『学、

童保育ハンドブック』などの刊行物の発行、月刊『日本の学童ほいく』の発行 『テキスト・、

』 。学童保育指導員の仕事 の発行などを通じて指導員の研修活動にも積極的に取り組んでいます

基本的な会員は都道府県にある学童保育連絡協議会です。現在、40都道府県にあります。都

道府県の連絡協議会は、市区町村の連絡協議会を会員とし、また、市区町村の連絡協議会は、

公営や民営を問わず各学童保育や父母会・保護者会、指導員などから構成されています。各県

単位でも指導員研修会や研究集会などに取り組んでいます。会の主な運営資金は、会費と月刊

誌の収入です。

【連絡先】〒113-0033 東京都文京区本郷2-26-13 TEL03(3813)0477 FAX03(3813)0765

Eﾒｰﾙ zghrk@xui.biglobe.ne.jp HP http://www2s.biglobe.ne.jp/~Gakudou

＜主な活動＞

◆全国学童保育指導員学校の開催予定（2012年開催）

昨年受講者数会 場 日 程 会 場
南関東会場（三多摩） ６月３日（日） 国分寺市・東京経済大学 635人
西日本・岡山会場 ６月３日（日） 岡山県津山市・美作大学 685人
北海道会場 ６月17日（日） 札幌市・かでる２.７ 355人
北関東会場（茨城県） ６月17日（日） 水戸市・茨城大学 910人
西日本・京都会場 ６月17日（日） 京都市・京都教育大学 770人
四国会場 ６月24日（日） 高松市・高松テルサ 394人
九州会場 ９月30日（日） 福岡県春日市・クローバープラザ 1044人
東北会場 11月３日（祝） 仙台市・宮城学院女子大学 527人

◆第47回全国学童保育研究集会の開催予定（埼玉県 （6000人規模） 計 5320人）

2012年10月６日(土)～７日(日) さいたまスーパーアリーナ・獨協大学

◆月刊『日本の学童ほいく』の編集・発行（1974年創刊、年間定期購読者４万4000人）

（ ） （ ）◆実態調査活動 ①学童保育数調査 毎年実施 ②学童保育の詳細な実態調査 最新は2007年

③指導員の実態調査（最新調査は2005年実施）④都道府県の単独事業の実施状況調査ほか

◆単行本・資料の発行 ＜最近の刊行物＞

2007年 よくわかる放課後子どもプラン ㈱ぎょうせい 2007年 実態調査のまとめ 連『 』（ ）『 』『

絡協議会ハンドブック 『学童保育情報2007-2008』』

2008年『指定管理者制度は学童保育になじまない 『学童保育情報2008-2009 『学童保育の』 』

拡充を求める１万2000人の声 『学童保育の新設・分割の手引き』』

2009年『学童保育情報2009-2010 『改定版 テキスト 学童保育指導員の仕事』』

2010年『発達障害児と学童保育 （全国学童保育連絡協議会編集協力）』

『指導員の公的資格制度を求めて 『学童保育情報 2010-2011』』

2011年『学童保育情報 2011-2012』

◆政府や国会、関係団体への陳情など

◆その他 学童保育の情報の収集・発信、相談活動、各種研修会の開催、研究活動

提言「私たちが求める学童保育の設置・運営基準 「学童保育の保育指針（案 「指導員の」 ）」

研修課目(試案)」などをまとめ、発表しています。




